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さいたま市地域自立支援協議会設置要綱

（趣旨）
第１条　障害者（児）が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援するため、障害者福祉の関係者が幅広く参加し、協議を行い、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たすことを目的として、さいたま市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）を設置する。
（所掌事務）

第２条　協議会は、次に掲げる事項を所掌する。

⑴　地域の関係機関によるネットワーク構築等をするために必要な事項
⑵　地域の社会資源に関する課題を改善するために必要な事項

⑶　前２号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要な事項
（組織）
第３条　協議会は、委員１２人以内をもって組織する。
２　委員は、次に掲げる者のうちから、福祉部長が選任した者とする。

⑴　相談支援事業者

⑵　障害福祉サービス事業者

⑶　保健・医療関係者

⑷　教育・就労支援関係者

⑸　障害者団体

⑹　学識経験者

⑺　関係行政機関

⑻　前各号に掲げる者のほか、福祉部長が適当と認める者
（委員の任期）
第４条　委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任することができる。
（会長）
第５条　協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。
２　会長は、会務を総理し、協議会を代表する。
３　会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理する。
（会議）
第６条　協議会の会議は会長が招集し、その議長となる。
２　協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。
３　協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
４　協議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、意見を聴くことができる。
（庶務）
第７条　協議会の庶務は障害福祉課において処理する。
（委任）
第８条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。
附　則
１　この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。
２　さいたま市障害者ケアマネジメント推進協議会設置要綱は廃止する。
　　附　則

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。
《参考：地域生活支援事業実施要綱抜粋》

１　目的
障害者及び障害児（以下「障害者等」という。）がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態による事業を効率的・効果的に実施し、もって障害者等の福祉の増進を図るとともに、障害の有無に関わらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。
２　実施主体
（１）　市町村地域生活支援事業
市町村（指定都市、中核市、特別区を含む。）を実施主体とし、複数の市町村が連携し広域的に実施することもできるものとする。
ただし、事業の全部又は一部を団体等に委託して実施することができるものとする。
また、都道府県が地域の実情を勘案して、市町村に代わって市町村地域生活支援事業の一部を実施することができるものとする。
（２）　都道府県地域生活支援事業
都道府県を実施主体とする。ただし、発達障害者支援センター運営事業は指定都市を含む。
なお、指定都市又は中核市で都道府県地域生活支援事業を実施した方が適切に事業実施できるものについては、指定都市又は中核市に事業の全部又は一部を委託することができるものとする。
また、事業の全部又は一部を団体等に委託して実施することができるものとする。
３　事業内容
（１）　市町村地域生活支援事業
障害者等、障害児の保護者等からの相談に応ずるとともに、必要な情報の提供等を行う事業、手話通訳者の派遣等を行う事業、日常生活用具の給付又は貸与、障害者等の移動を支援する事業及び障害者等を通わせ創作的活動等の機会の提供を行う事業を必須事業とし、その他市町村の判断により、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業及び社会福祉法人、公益法人、特定非営利活動法人等の団体（以下「社会福祉法人等」という。）が行う同事業に対し補助する事業を行うことができる。
ア　相談支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記 １）
イ　コミュニケーション支援事業　　　　　　　　　　（別記 ２）
ウ　日常生活用具給付等事業　　　　　　　　　　　　（別記 ３）
エ　移動支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記 ４）
オ　地域活動支援センター機能強化事業　　　　　　　（別記 ５）
カ　その他の事業　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記 ６）
（２）　都道府県地域生活支援事業
専門性の高い相談支援事業及び広域的な対応が必要な事業を必須事業とし、サービス提供者等のための養成研修事業やその他都道府県の判断により、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な事業及び社会福祉法人等が行う同事業に対し補助する事業を行うことができる。
ア　専門性の高い相談支援事業　　　　　　　　　　　（別記 ７）
イ　広域的な支援事業　　　　　　　　　　　　　　　（別記 ８）
ウ　サービス・相談支援者、指導者育成事業　　　　　（別記 ９）
エ　その他の事業　　　　　　　　　　　　　　　　　（別記 10）
４　利用者負担
実施主体の判断によるものとする。
５　国の補助
国は、本事業に要する経費について、別に定める交付基準に従い、予算の範囲内で補助するものとする。
６　留意事項
（１）　市町村及び都道府県は、地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項を、それぞれの市町村障害福祉計画、都道府県障害福祉計画に位置付けること。
（２）　障害者等に対し、点字を用いること及び代読、音声訳、要約を行う等障害種別に配慮しながら、本事業の内容を十分に周知し、円滑な実施に努めること。
（３）　本事業に携わる者は、障害者等の人格を尊重し、その身上等に関する秘密を守り、信条等によって差別的取り扱いをしてはならないこと。
（４）　地域生活支援事業のうち交付税措置により行われる事業については、補助対象とならない。
（別記１）
相談支援事業
１　目的
障害者等、障害児の保護者又は障害者等の介護を行う者などからの相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援助を行うことにより、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるようにすることを目的とする。
（注） 交付税を財源として実施される「障害者相談支援事業」に加えて、国庫補助の対象となる事業について、以下のとおり示したものである。
なお、相談支援事業のうち、一般的な相談支援を行う「障害者相談支援事業」については、別添１のとおりである。
２　事業内容
（１）　市町村相談支援機能強化事業
ア　目的
市町村における相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、一般的な相談支援事業に加え、特に必要と認められる能力を有する専門的職員を市町村等に配置することにより、相談支援機能の強化を図ることを目的とする。
イ　事業内容
（ア） 専門的な相談支援等を要する困難ケース等への対応
（イ） 地域自立支援協議会（注１）を構成する相談支援事業者等に対する専門的な指導、助言等
ウ　専門的職員
社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等、市町村の相談支援機能を強化するために必要と認められる者
エ　留意事項
（ア） 地域自立支援協議会を設置する市町村又は圏域等を単位として実施すること。
（イ） 地域自立支援協議会において、市町村内の相談支援体制の整備状況やニーズ等を勘案し、本事業によって配置する専門的職員について協議し、事業実施計画を作成すること。
（ウ） 都道府県自立支援協議会（注２）に、事業実施計画に係る助言を求めるほか、概ね２年ごとに事業の見直しに向けた評価・助言を求めるなど、事業の適切な実施に努めること。
（注１） 地域自立支援協議会
市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす協議の場として設置するもの。（財源は交付税により措置）
（注２） 都道府県自立支援協議会
都道府県全体でのシステムづくりに関する主導的役割を担う協議の場として設置するもの。（財源は交付税により措置）
（２）　住宅入居等支援事業（居住サポート事業）
ア　目的
賃貸契約による一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な障害者に対し、入居に必要な調整等に係る支援を行うとともに、家主等への相談・助言を通じて障害者の地域生活を支援する。
イ　事業内容
賃貸契約による一般住宅への入居に当たって支援が必要な障害者について、主に次の支援を行う。
（ア）　入居支援
不動産業者に対する物件斡旋依頼、及び家主等との入居契約手続き支援を行う。また、地域において公的保証人制度がある場合には、必要に応じてその利用支援を行う。
（イ）　２４時間支援
夜間を含め、緊急に対応が必要となる場合における相談支援、関係機関との連絡・調整等必要な支援を行う。
（ウ）　居住支援のための関係機関によるサポート体制の調整
利用者の生活上の課題に応じ、関係機関から必要な支援を受けることができるよう調整を行う。
ウ　対象者
知的障害者又は精神障害者であって、賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証人がいない等の理由により入居が困難な者。
ただし、現にグループホーム等に入居している者を除く。
（３）　成年後見制度利用支援事業
ア　目的
障害福祉サービスの利用等の観点から、成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害者又は精神障害者に対し、成年後見制度の利用を支援することにより、これらの障害者の権利擁護を図ることを目的とする。
イ　事業内容
成年後見制度の申立てに要する経費(登記手数料、鑑定費用等)及び後見人等の報酬の全部又は一部を助成する。
ウ　対象者
次のいずれにも該当する者
（ア）　障害福祉サービスを利用し又は利用しようとする身寄りのない重度の知的障害者又は精神障害者
（イ）　市町村が、知的障害者福祉法第２８条又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保健福祉法」という。）第５１条の１１の２に基づき、民法第７条（後見開始の審判）、第１１条（保佐開始の審判）、第１５条第１項（補助開始の審判）等に規定する審判の請求を行うことが必要と認める者
（ウ）　後見人等の報酬等必要となる経費の一部について、助成を受けなければ成年後見制度の利用が困難であると認められる者
【別添１】
障害者相談支援事業
１　概要
市町村は、障害者等の福祉に関する各般の問題につき、障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障害者等の権利擁護のために必要な援助（相談支援事業）を行う。
また、こうした相談支援事業を効果的に実施するためには、地域において障害者を支えるネットワークの構築が不可欠であることから、市町村は相談支援事業を実施するに当たっては、地域自立支援協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の実施のほか、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善等を推進する。
２　実施主体
市町村（必要に応じ複数市町村による共同実施、運営については常勤の相談支援専門員が配置されている指定相談支援事業者への委託可）
（注１）　指定相談支援事業者に委託する場合においては、事業運営の中立性・公平性を確保する観点から、地域自立支援協議会において、委託事業者の事業計画等について、事業評価を行う等の措置を講じることが適当である。
３　事業の具体的内容 
（１）　福祉サービスの利用援助（情報提供、相談等）
（２）　社会資源を活用するための支援（各種支援施策に関する助言・指導等）
（３）　社会生活力を高めるための支援
（４）　ピアカウンセリング
（５）　権利の擁護のために必要な援助
（６）　専門機関の紹介
（７）　地域自立支援協議会の運営　等
（注２）　市町村は、障害者相談支援事業を委託した指定相談支援事業者に対し、障害程度区分に係る認定調査の委託が可能
４　相談支援体制の例
相談支援体制については、地域自立支援協議会を中核としつつ、地域の実情に応じ、適切な形で整備を進めることが適当である。
なお、想定される例としては、下記のとおり。
（１） 障害種別に対応する総合的拠点を設置する。
（２） 障害種別に応じて複数の拠点を設置し、相互に連携する。
（３）　介護保険法に基づく地域包括支援センターと一体的に総合的な相談窓口を設置する。
５　地域自立支援協議会
相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中核的な役割を果たす定期的な協議の場として、市町村が設置する。
（構成メンバー）
地域の実情に応じ選定されるべきものであるが、想定される例としては以下のとおり。
・　相談支援事業者、障害福祉サービス事業者、保健・医療関係者、教育・雇用関係機関、企業、障害者関係団体、学識経験者　等
（主な機能）
・　中立・公平性を確保する観点から、委託相談支援事業者の運営評価等を実施。
・　困難事例への対応のあり方に関する協議、調整（当該事例の支援関係者等による個別ケア会議を必要に応じて随時開催）
・　地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議
・　地域の社会資源の開発、改善
・　市町村相談支援機能強化事業及び都道府県相談支援体制整備事業の活用に関する協議
・　権利擁護等の分野別のサブ協議会等の設置、運営　等

さいたま市地域自立支援協議会運営要領

（趣旨）

第１条　この要領は、さいたま市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）の会議の運営に関して必要な事項を定めるものとする。

（会議録）

第２条　会議の会議録を作成しなければならない。

（会議の公開）

第３条　会議は、原則として公開とする。ただし、協議会の決議により非公開とすることができる。

（傍聴の許可）

第４条　会議を傍聴しようとする者は、会議の前に、自己の住所、氏名その他会長の必要と認める事項を告げて、会長の許可を受けなければならない。

２　傍聴人の人数は、傍聴席の状況により、会長が定める。

３　傍聴の許可は、先着順に行うものとする。

（傍聴できない者）

第５条　次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。

（１）酒気を帯びていると認められる者

（２）会議の妨害となると認められる器物を携帯している者

（３）前２号のほか、会長において傍聴を不適当と認める者

（禁止行為）

第６条　傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。

（１）みだりに傍聴席を離れること

（２）私語、談話又は拍手等をすること

（３）議事に批評を加え、又は賛否を表明すること

（４）飲食又は喫煙すること

（５）許可なく録音機、写真機、撮影機その他これらに類するものを持ち込み使用すること

（６）前各号に掲げるもののほか、会議の妨害となるような挙動をすること

（退場）

第７条　傍聴人は、会長が傍聴を禁じたとき又は傍聴人の退場を命じたときは、速やかに退場しなければならない。

（指示）

第８条　この要領に定めるもののほか、傍聴人は、会長の指示に従わなければならない。

附　則

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。
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	菅原　龍弥

	5
	学校教育部指導２課主任指導主事特別支援係長
	玉井　康仁

	6
	社会福祉法人ささの会障害者支援施設「どうかん」施設長
	長岡　洋行

	7
	大宮区支援課障害福祉係長
	中村　満良

	8
	障害者（児）の生活と権利を守るさいたま市民の会
	平林　彰

	9
	社団法人やどかりの里　常務理事
	増田　一世

	10
	見沼区障害者生活支援センター　代表
	三石　麻友美

	11
	埼玉大学教育学部　准教授
	宗澤　忠雄

	12
	さいたま市障害者総合支援センター　所長
	山本　信二
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